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研究成果の概要 
名古屋市立大学 大学院医学研究科特任教授 大矢幸弘は、国立成育医療研究センター
山本貴和子、及び世界の食物アレルギー予防のエキスパートらとともに最新の研究成
果をもとに食物アレルギー予防について提案を行いました。 

 
 

【研究のポイント】 
•「二重抗原曝露理論」の確立 
今まで「二重抗原曝露仮説」だったものが多くの臨床試験の結果から、皮膚からの感作を防ぎ、口か
らの早期摂取で免疫寛容を誘導することが科学的に裏付けられました。  
•湿疹（アトピー性皮膚炎）は最大のリスク因子 
皮膚バリア障害による経皮感作を防ぐため、湿疹の早期・積極的な治療が不可欠です。 
•早期食物導入の効果 
卵の早期導入は世界のデータを統合した結果、予防効果を示しました。一方、ピーナッツは有病率の
高い欧米では顕著な効果が見られましたが、摂取量や有病率が低い日本では効果が限定的でした。  
•文化的適応の重要性 
食習慣や家族が日常摂取する食材へのスムーズな移行を支援し、不要な食事制限を避けることが推奨
されます。 
 
論文の意義:  
本総説は、世界各国の臨床試験の結果やガイドラインを統合し、地域差を考慮した「個別化予防戦
略」の必要性を強調しています。湿疹管理と早期食物導入を組み合わせることで、食物アレルギーの
発症を減らす可能性が示されました。 
 
背景: 
食物アレルギー（FA）は世界的に増加しており、特に乳幼児に多く見られます。地域によって特徴が
異なり、欧米ではピーナッツやナッツ、日本では卵が最も多いことが知られています。最大のリスク
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因子はアトピー性皮膚炎（湿疹）であり、皮膚バリアの障害による経皮感作が食物アレルギー発症の
重要なメカニズムとされています。 
2019 年に「授乳・離乳の支援ガイド（2019 年改定版）」が改訂されましたが、その前後から世界中
で多くの研究が行われ、さまざまなエビデンスが蓄積されてきました。こうした最新知見を広く共有
するため、世界のエキスパートとともに本総説を執筆しました。 

注目されているのが、英国で提唱された「二重抗原曝露仮説」です。この仮説は、皮膚からの感作
を防ぎ、口からの早期摂取で免疫寛容を誘導するという考え方で、LEAP 試験（ピーナッツ）、PETIT
試験（卵）など複数のランダム化比較試験（RCT）で支持され、現在では、仮説から確立した理論と
なりましたので、本総説で初めて理論となったことを世界に提唱しました。 

過去には「アレルゲン回避」が推奨されていましたが、近年は「早期導入」へとパラダイムシフト
が進み、国際ガイドラインでも推奨されています。ただし、文化や食習慣により戦略は異なります。
欧米ではピーナッツ導入が効果的ですが、日本では卵アレルギーが多いため卵導入が重要です。 
さらに、湿疹管理の重要性も強調されています。保湿だけでは不十分で、炎症を抑える治療が必要で
す。湿疹がコントロールされていない状態で食物導入を行うと、逆にリスクが高まることが報告され
ています。 

本総説は、こうした科学的エビデンスを統合し、「早期食物導入＋湿疹管理」を組み合わせた予防戦
略を提案するとともに、東西の文化差を考慮した個別化アプローチの必要性を強調しています。 

湿疹やアトピー性皮膚炎の既往があるお子さんは、すでに食物アレルギーを発症している可能性があ
ります。アレルギーの原因になりやすい食品の摂取について自己判断で開始せず、必ず医師の指導の
下で行ってください。 
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【論文タイトル】 
Preventing Food Allergy by Early Food Introduction: East Meets West with the ‘Lack Dual-
Allergen Exposure Theory’ 
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【研究に関する問い合わせ】 
名古屋市立大学 大学院医学研究科 特任教授 大矢 幸弘 
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TEL:052-853-8171 
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【報道に関する問い合わせ】 
名古屋市立大学 病院管理部経営課 
愛知県名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄1 
TEL:052-858-7529  FAX:052-858-7537 
E-mail:hpkouhou@sec.nagoya-cu.ac.jp 
 
国立成育医療研究センター 企画戦略局 広報企画室 
東京都世田谷区大蔵2-10-1 
TEL:03-3416-0181  
E-mail:koho@ncchd.go.jp 
 
 
連携できる企業様でご関心をお持ちいただける場合は、下記の問い合わせ先までご連絡ください。 
【共同研究に関する企業様からの問い合わせ】 
名古屋市立大学 産学官共創イノベーションセンター 
(本部棟2 階 教育研究部研究推進課課内) 
名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄1 
TEL:052-853-8309 FAX:052-841-0261 
E-mail:ncu-innovation＠sec.nagoya-cu.ac.jp 


